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[2008/2/26] 
 
株式会社アジェンダ、ワールドトラベルシステム株式会社 

「フライトプラン作成装置」に関する特許を取得 
 
株式会社アジェンダ（代表取締役 松井文也 本社：札幌市北区北7条西6丁目2番34号）、 

ワールドトラベルシステム株式会社（代表取締役 田中真司 本社：東京都新宿区神楽坂1丁目15番地 神楽

坂1丁目ビル）は、2002年7月に発表しました「総合旅行業支援システム SkyRep（スカイレップ）」の中核機能

「フライトプラン作成装置」について平成20年2月1日特許権を取得しましたので、ここにお知らせいたします。 

 

株式会社アジェンダとワールドトラベルシステム株式会社は、WEBによる国際航空券即時予約システムとして

「総合旅行業支援システム SkyRep（スカイレップ）」を2002年7月に稼動いたしました。当システムでは、複数

都市を周遊する旅程をWEBで作成、即時予約する仕組みを実現し、稼動から今日まで1,000社を超える旅行

会社様が、日々国際航空券予約システムとしてご活用中です。 

SkyRepは、稼動から5年が経過しましたが、その間ご利用いただいております旅行会社様から、多大のご助

言・ご鞭撻を頂戴してまいりました。また、航空券のルール改正やe-チケット化にもいち早く対応し、年々その

機能を拡張し今日に至っております。さらに、XML形式によるデータ提供や、今回取得いたしました特許に基

づく予約システムをバック・エンジンとしてご利用いただいている旅行会社様のホームページも年々増加し、

益々、社会的責任を感じております。 

 

以下、今回取得いたしました特許について概略を説明させていただきます。 

 

◆特許の概要 

特 許 番 号： 特許第4074094号 

発明の名称 ： フライトプラン作成装置 

特 許 権 者： 株式会社アジェンダ、ワールドトラベルシステム株式会社 

出願年月日 ： 平成14年1月22日 
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＜株式会社アジェンダについて＞ 

会社名： 株式会社アジェンダ 

代表者： 代表取締役社長 松井 文也 

所在地： 北海道札幌市北区北7条西6丁目2番34号 キタノビル 

設立 ： 1990年11月2日 

URL  ： http://www.agenda.co.jp/ 
 

■事業内容： 

・ソフトウェア業 

・情報処理サービス業 

・情報提供サービス業 

・インターネット附随サービス業 

・電気通信事業法に基づく電気通信事業 

 

■製品問い合わせ先 

お問い合わせ窓口 

トラベルシステム開発部 

TEL ： 011-716-0175 
FAX ： 011-716-0181 
E-mail：ts-development@agenda.co.jp 
※このニュースリリースに掲載されている会社名、商品名は各社の商標および登録商標です。 

今回取得に至った「フライトプラン作成装置」は、複数の訪問目的都市（箇所）を国際航空券のルールに基づ

き適正に周遊するルートを自動的に作成する仕組みです。日本から海外へ渡航する旅行者が希望する条件

（出発日、出発都市、複数の訪問都市、帰国日、帰国都市）を入力します。 

「フライトプラン作成装置」※では、入力された条件に合った商品を登録済みデータベースから選定し、GDS/

CRSに接続し利用航空便、空席の有無、最適なルート、利用料金・TAX他を自動計算し、即時に最適なプラ

ンとして複数表示（図参照）致しします。 

利用者は、表示されたプランから、顧客の要望に最も適した案を提示し、国際航空券の予約及び手配（発券

依頼）業務を即時に行う事が出来ます。 

これまで、複雑な国際航空券のルールを理解した経験豊富な社員しか対応できなかった、国際航空券の手

配業務を、誰でも簡単に、いつでも可能にしたシステムとして、多くの旅行会社様からご支持をいただいてお

ります。 

SkyRep開設から5年以上を経ましたが、未だに複数都市周遊を実現する仕組みが他から出ていない事も、今

回特許として取得しました「フライトプラン作成装置」の先進性・独自性を証明しているものと確信しておりま

す。 

 

SkyRepは、進化するシステムとしてこれまで、様々なルール変更や、機能拡張を行ってまいりました。今後も、

より多くの皆様に便利に・より快適にご活用いただくため邁進してまいります。2月からは大幅な検索速度アッ

プ（4～10倍：従来比）も実現しておりますので、更なるご支援・ご鞭撻をお願い申し上げます。 

 
※ 2008年1月現在、同様の仕組みは世界中でも存在いたしません。 


